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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 平成23年２月 平成24年２月 平成25年２月 平成26年２月 平成27年２月

売上高 （千円） 9,204,837 15,372,013 17,898,653 11,598,515 13,948,392

経常利益 （千円） 77,778 568,310 981,323 282,937 822,200

当期純利益 （千円） 62,059 283,330 563,605 161,896 487,605

持分法を適用した場合の投

資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 210,000 210,000 365,751 384,567 388,005

発行済株式総数 （株） 48,000 48,000 5,607,000 6,175,800 6,277,900

純資産額 （千円） 506,424 789,754 1,665,188 1,786,403 2,194,901

総資産額 （千円） 3,115,547 3,844,121 4,188,600 3,389,885 5,314,834

１株当たり純資産額 （円） 105.51 164.53 296.98 289.26 349.63

１株当たり配当額

（円）

－ － 14.00 14.00 16.00

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 12.93 59.03 112.32 27.50 78.31

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － 99.46 25.92 77.74

自己資本比率 （％） 16.3 20.5 39.8 52.7 41.3

自己資本利益率 （％） 13.1 43.7 45.9 9.4 24.5

株価収益率 （倍） － － 5.7 20.0 22.4

配当性向 （％） － － 12.5 50.9 20.4

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー
（千円） 109,483 1,177,582 488,611 △739,328 1,724,908

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー
（千円） △41,651 △39,376 △97,111 △83,796 △86,363

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー
（千円） △39,362 △465,287 294,152 △135,602 △99,856

現金及び現金同等物の期末

残高
（千円） 1,180,139 1,853,058 2,538,711 1,579,983 3,118,671

従業員数
（人）

242 269 270 356 489

（外、平均臨時雇用者数） (69) (58) (81) (73) (77)

（注）１．当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．第15期及び第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの当社

株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

５．第15期及び第16期の株価収益率は、当社株式が非上場であるため記載しておりません。

６．従業員数は、正社員のほか契約社員、社外から当社への出向者を含み、臨時雇用者（パートタイマー）は、

年間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。また、兼務役員及び就業スタッフ（登録型有期雇用

労働者）は含んでおりません。
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７．第17期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日

公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月30

日）を適用しております。

平成24年６月10日付で１株につき100株の株式分割を行いましたが、第15期の期首に当該株式分割が行われ

たと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額を算定しております。
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２【沿革】

年月 概要

平成８年10月 一般労働者派遣事業の展開を目的に、消費者金融事業を行っているシンキ株式会社の子会社として東

京都新宿区にキャリアリンク株式会社を設立

平成９年１月 一般労働者派遣事業許可を取得し、事務機器操作や経理事務職などの派遣（現 一般事務事業）及び

シンキ株式会社のコールセンターへの派遣（現 ＣＲＭ（注１）関連事業）を開始

平成11年４月 有料職業紹介事業許可を取得し、紹介事業（現 一般事務事業に含む）を開始

平成15年10月 事業拡大を目的に株式会社エクセル人材派遣センターを吸収合併

平成16年１月 西日本における製造・物流業務への人材派遣を目的に、当社の100％子会社として兵庫県姫路市にフ

ァブリンク株式会社を設立、製造技術系事業を開始

平成17年４月 プライバシーマーク（個人情報保護マネジメントシステム）認証を取得

平成17年９月 有限会社キャリアリンクホールディングス（現 スマートキャピタル株式会社）がシンキ株式会社よ

り当社株式の持分98.3％を取得し、当社の筆頭株主となる

平成18年７月 首都圏における製造技術系事業の展開を目的に、当社の100％子会社として東京都港区にジョイリン

ク株式会社を設立

平成19年９月 社会保険庁（現 日本年金機構）より年金記録台帳の調査業務（平成19年９月～平成21年３月）を受

託し、ＢＰＯ（注２）関連事業を開始

平成19年11月 株式会社ＣＬＨ（現 スマートキャピタル株式会社）が有限会社キャリアリンクホールディングスを

吸収合併し、当社の筆頭株主となる

平成20年12月 東京都新宿区に自社コンタクトセンターを設置

平成21年３月 経営合理化のため、ファブリンク株式会社がジョイリンク株式会社を吸収合併

平成21年７月 経営合理化のため、ファブリンク株式会社を吸収合併

平成22年４月 ⅠＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム）認証を取得

平成24年11月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

平成25年８月

平成27年１月

東京証券取引所市場第二部へ市場変更

東京証券取引所市場第一部に指定

（注）１．ＣＲＭ（Customer Relationship Management）とは、情報システムを応用して企業が顧客と長期的な関係を

築く手法のことをいいます。詳細な顧客データベースを元に、商品の売買から保守サービス、問い合わせや

クレームへの対応など、個々の顧客との全てのやり取りを一貫して管理することで、顧客の利便性と満足度

を高め、顧客を常連客として囲い込むことを目的としています。

２．ＢＰＯ（Business Process Outsourcing）とは、官公庁及び外郭団体並びに企業等の業務プロセスの一部に

ついて、業務の企画・設計から実施までを含めて外部委託することをいいます。
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３【事業の内容】

当社は、人材派遣を中心とした総合人材サービス事業を営む単一セグメント会社であります。

当社が行っている総合人材サービス事業は、「ＢＰＯ関連事業」、「ＣＲＭ関連事業」、「一般事務事業」及び

「製造技術系事業」の４つの事業に区分されます。当社は、東京都新宿区に本社を置き、全国に７支店、１オフィ

スで事業展開をしております（本書提出日現在）。

なお、総合人材サービス事業は、契約形態によって、「人材派遣」、「請負」、「紹介予定派遣」及び「人材紹

介」に区分されます。

(1）各事業の内容

① ＢＰＯ関連事業

当事業では、ＢＰＯ事業者（注１）が請け負ったＢＰＯ業務への人材派遣、業務効率化等の企画提案を踏まえ

たインセンティブ契約に基づく人材派遣（注２）、官公庁及び外郭団体並びに企業等（以下、「官公庁等」とい

う。）の業務プロセスの一部についての企画・設計から実施までの業務請負を行っております。

そのうち、ＢＰＯ事業者が請け負ったＢＰＯ業務への人材派遣では、官公庁等からＢＰＯ業務を請け負ったＢ

ＰＯ事業者に対し、当社が人材を派遣しております。

業務効率化等の企画提案を踏まえたインセンティブ契約に基づく人材派遣では、単に人材を派遣するだけの一

般事務の派遣とは異なり、顧客の業務プロセスの一部について、その業務の効率化等に係る企画提案をしたうえ

で、その顧客とインセンティブ契約を締結し、人材を派遣しております。

また、官公庁等からの業務請負では、これまで官公庁等が自身で処理していた事務・入力・窓口業務・発送等

の業務を当社が請け負っております。

当社では就業スタッフの募集、試験や面談の調整、勤務シフト組み等に自社開発のＷebシステムを活用するこ

とによって、業務処理センターの早期稼動開始への対応を図っています。

当事業において、当社は単に人材を派遣することに留まらず、就業スタッフ（登録型有期雇用労働者）の行う

業務手順の設計や就業スタッフの勤務シフト管理や教育を徹底することで運営面での効率化を図るほか、就業ス

タッフにインセンティブ報酬を支給してモチベーションを向上させるなど、派遣先での生産性向上により派遣す

るスタッフの工数を減らす工夫を進めることで、顧客のコスト削減を実現しています。

なお、当事業においては、経験豊富なスーパーバイザー（注３）をリーダーとする「チーム派遣」を行ってお

ります。「チーム派遣」とは、事務処理・入力・発送等を中心とした派遣先での業務に対し、業務処理能力が十

分にあるスーパーバイザーをリーダーとするチームを編成して、当社から顧客へ派遣することをいいます。これ

により、顧客の導入時研修や導入後の継続研修、業務指導が軽減され、短期間で大量かつ高品質の業務処理が可

能となります。

また、当社のチーム派遣の特徴は、1,000名を超える大型案件における「受注から、スタッフ供給～事前研修～

体制構築～業務開始まで」を１ヶ月程度で整えられることであり、短期間での稼動開始、大量処理対応力等が当

社独自のノウハウであると考えております。

（注１）ＢＰＯ事業者とは、官公庁等に対して業務効率化等の企画提案を行ったうえで、当該業務を受託する者

をいいます。

（注２）インセンティブ契約に基づく人材派遣とは、派遣契約締結に当たり、当社が、顧客に対し業務効率化等

の企画提案を行い、インセンティブ契約締結に至ったものをいい、当該派遣についてはＢＰＯ関連事業

に区分しております。

（注３）スーパーバイザーとは、派遣先による指揮命令のもと、就業スタッフの研修、指導、作業の取り纏め、

作成資料のチェック等を行う者をいいます。

② ＣＲＭ関連事業

当事業では、テレマーケティング事業者が請け負ったテレマーケティング業務（注４）への人材派遣並びに人

材紹介、テレマーケティング事業者以外の企業等のコンタクトセンター（注５）への人材派遣並びに人材紹介、

テレマーケティング事業者以外の企業等からのテレマーケティング業務の請負を行っております。

そのうち、テレマーケティング事業者への人材派遣では、テレマーケティング事業者が請け負ったテレマーケ

ティング業務に対し、ＢＰＯ関連事業と同様にチーム派遣を中心とした人材派遣を行っております。

テレマーケティング事業者以外の企業等のコンタクトセンターへの人材派遣では、顧客が独自運営するコンタ

クトセンターへ当社が人材を派遣しております。

また、テレマーケティング事業者以外の企業等からのテレマーケティング業務の請負では、顧客から委託され

たテレマーケティング業務を当社内のコンタクトセンターで請け負っております。
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（注４） テレマーケティング業務とは、消費者からの商品やサービスについての問い合わせ・苦情などの受付、

通信販売の受注、市場調査等を電話等の手段を使い、企業に代わって行うサービスのことをいいます。

（注５） コンタクトセンターとは、企業内において、顧客への対応を専門に行う事業所、部門のことをいいま

す。

③ 一般事務事業

当事業では、一般事務（注６）職を対象とした人材派遣、紹介予定派遣、人材紹介並びに顧客のニーズに合っ

た一般事務の請負を行っております。

（注６） 一般事務とは、テレマーケティング（その付随業務を含む）や製造技術系現場作業以外の、人事・総

務・経理業務や伝票集計、パソコン操作等のデスクワークをいいます。

④ 製造技術系事業

当事業では、製造拠点での製造・物流に関わる業務について、人材派遣もしくは請負を行っております。

なお、派遣案件については、業務スタート当初から労務管理者を配置し、顧客にとって労務管理面やコスト面

でメリットのある請負への転換を提案し、顧客満足度の向上を図っております。

(2）事業系統図

（注）上記、事業系統図の「派遣」は人材派遣又は紹介予定派遣、「紹介」は人材紹介を指しています。
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(3）事業で用いる契約形態

契約形態それぞれの内容は、以下のとおりであります。

① 人材派遣

人材派遣とは、「自己の雇用する労働者を当該雇用関係のもとに、かつ、他人の指揮命令を受けて、当該他人

のために労働に従事させること」（「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に

関する法律」（以下、「労働者派遣法」という。）第２条第１号）であります。

人材派遣の種類には、「一般労働者派遣」と「特定労働者派遣」の２種類があります。

「特定労働者派遣」は、常用雇用労働者だけを労働者派遣の対象として行う派遣であり、労働者派遣法に基づ

き厚生労働大臣への届出が必要であります。また、「一般労働者派遣」は、「特定労働者派遣」以外の派遣をい

い、労働者派遣法に基づき厚生労働大臣の許可が必要であります。

当社は、労働者派遣法に基づき厚生労働大臣の「一般労働者派遣事業許可」を受け、「一般労働者派遣」を行

っております。

人材派遣は、派遣労働者、派遣先、当社（派遣元）の三者関係によって成り立っており、関係及び契約の仕組

みは下図のとおりであります。

人材派遣については、ＢＰＯ関連事業、ＣＲＭ関連事業、一般事務事業及び製造技術系事業の全ての事業で行

っております。

(注）有期雇用契約とは、あらかじめ雇用期間を定めた雇用契約のことであります。

② 請負

請負とは、「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準（昭和61年労働省告示第37

号）」及び関連法令の規定に基づき、作業の実施・完了までの一連の業務を請け負い、当社と請負に従事する就

業スタッフとの間で期間を定めた雇用契約を結ぶものであります。人材派遣契約では労働者への指揮命令は派遣

先が行うのに対し、請負契約では当社が労働者に指揮命令を行う点が異なります。

請負は、労働者、当社（受託会社）、委託会社の三者関係によって成り立っており、関係及び契約の仕組みは

下図のとおりであります。

請負は、上記人材派遣と同様、全ての事業で行っております。
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③ 紹介予定派遣

紹介予定派遣とは、人材派遣のうち、派遣元が派遣労働者・派遣先に対して職業紹介を行い、又は、行うこと

を予定しているものをいい、派遣期間中に、派遣先は派遣労働者の業務遂行能力等が直接雇用するのに相応しい

か見定め、派遣労働者は派遣先における仕事が自分に合うかどうか等を見定めることができます。

紹介予定派遣は、派遣元が人材派遣としての許可のほか、有料職業紹介事業の許可を受ける必要があります

が、当社は労働者派遣法に基づく厚生労働大臣の「一般労働者派遣事業許可」及び職業安定法に基づく厚生労働

大臣の「有料職業紹介事業許可」を受け、当該事業を営んでおります。

紹介予定派遣は、派遣労働者、派遣先、当社（派遣元）の三者関係によって成り立っており、関係及び契約の

仕組みは下図のとおりであります。

紹介予定派遣は、ＣＲＭ関連事業、一般事務事業及び製造技術系事業の各事業で行っております。

④ 人材紹介

人材紹介とは、求人先及び求職者の申し込みを受けて、求人先と求職者の間における雇用関係の成立を斡旋す

ることをいいます。人材紹介には、「有料職業紹介事業」、「無料職業紹介事業」の２種類があり、当社は職業

安定法第30条の規定に基づき、厚生労働大臣の許可を受け、「有料職業紹介事業」を行っております。

人材紹介は、登録スタッフ（求職者）、当社（職業紹介会社）、求人者の三者関係によって成り立っており、

関係及び契約の仕組みは下図のとおりであります。

人材紹介は、上記、紹介予定派遣と同様、ＣＲＭ関連事業、一般事務事業及び製造技術系事業の各事業で行っ

ております。
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４【関係会社の状況】

該当事項はありません。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成27年２月28日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

489（77） 35.2 2.6 4,356

当社は、総合人材サービス事業の単一セグメントであるため、当事業年度末の事業区分別の従業員数を示すと以

下のとおりであります。

事業区分の名称 従業員数（人）

ＢＰＯ関連事業

428（43）
ＣＲＭ関連事業

一般事務事業

製造技術系事業

全社（共通） 61（34）

合計 489（77）

（注）１．従業員数は、正社員のほか契約社員、社外から当社への出向者を含み、臨時雇用者（パートタイマー）は、

年間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。また、兼務役員及び就業スタッフ（登録型有期雇用

労働者）は含んでおりません。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は、事業ごとの組織体制を有しておらず、同一の従業員が複数の事業に従事していますので、従業員数

を各事業区分別には記載しておりません。

４．全社（共通）は、人事総務及び経理並びに企画、営業管理等の管理部門の従業員であります。

５．従業員数が前事業年度末に比べて133人増加しております。主な要因は、受注案件の業務処理に関する品質

及び生産性の一層の向上を図るため、人員体制の強化を図ったことによるものであります。

(2）労働組合の状況

当社の労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。
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